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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．営業収益には、売上高及び営業収入が含まれております。 

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

３．純資産額の算定にあたり、平成18年８月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」 

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

 

回次 第26期中 第27期中 第28期中 第26期 第27期 

会計期間 

自平成16年 
３月１日 
至平成16年 
８月31日 

自平成17年 
３月１日 
至平成17年 
８月31日 

自平成18年 
３月１日 
至平成18年 
８月31日 

自平成16年 
３月１日 
至平成17年 
２月28日 

自平成17年 
３月１日 
至平成18年 
２月28日 

営業収益（百万円） 62,861 68,671 76,516 128,468 140,890 

経常利益（百万円） 5,882 7,490 8,202 11,840 15,653 

中間（当期）純利益（百万円） 2,995 4,388 4,523 6,347 9,344 

純資産額（百万円） 42,211 49,315 57,822 45,315 53,922 

総資産額（百万円） 56,079 62,520 73,355 60,657 69,447 

１株当たり純資産額（円） 1,552.27 1,794.13 2,076.15 1,654.42 1,951.49 

１株当たり中間（当期）純利益金

額（円） 
110.99 160.06 163.65 231.88 338.44 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
109.73 158.92       163.01 231.87    336.46 

自己資本比率（％） 75.3 78.9 78.3 74.7 77.6 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
2,403 4,229 4,754 8,375 11,174 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
△710 △1,434 △7,268 △3,577 △3,282 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
279 △400 △995 348 △974 

現金及び現金同等物の中間（期

末）残高（百万円） 
13,791 19,396 20,598 16,961 24,063 

従業員数 

〔ほか、平均臨時雇用者数〕(名) 

1,347 

〔2,737〕

1,490 

〔2,886〕

1,586 

〔2,909〕

1,447 

〔2,746〕

1,586 

〔2,967〕



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益には、売上高及び営業収入が含まれております。 

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

３．純資産額の算定にあたり、平成18年８月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」 

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

    ４．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額」、及び「潜在株式調整後１株当たり 

      中間（当期）純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

回次 第26期中 第27期中 第28期中 第26期 第27期 

会計期間 

自平成16年 
３月１日 
至平成16年 
８月31日 

自平成17年 
３月１日 
至平成17年 
８月31日 

自平成18年 
３月１日 
至平成18年 
８月31日 

自平成16年 
３月１日 
至平成17年 
２月28日 

自平成17年 
３月１日 
至平成18年 
２月28日 

営業収益（百万円） 57,898 62,978 69,644 117,663 127,495 

経常利益（百万円） 5,684 7,321 8,169 11,161 15,121 

中間（当期）純利益金額（百万円） 3,006 4,214 4,618 6,000 8,862 

資本金（百万円） 6,766 6,766 6,766 6,766 6,766 

発行済株式総数（株） 28,078,000 28,078,000 28,078,000 28,078,000 28,078,000 

純資産額（百万円） 42,385 48,927 56,565 45,182 52,963 

総資産額（百万円） 54,988 60,818 70,528 59,019 66,783 

１株当たり配当額（円） 25.00 35.00       45.00 55.00       80.00 

自己資本比率（％） 77.1 80.4 80.1 76.6 79.3 

従業員数 

〔ほか、平均臨時雇用者数〕(名) 

814 

〔2,585〕

860 

〔2,665〕

969 

〔2,829〕

863 

〔2,579〕

863 

〔2,720〕



２【事業の内容】 

当社グループは、当社と子会社13社及び関連会社１社により構成されており、「自社ブランド商品」の小売・卸売

を主な事業内容として事業活動を展開しております。 

当中間連結会計期間における事業の内容についての重要な変更はありません。 

また、当中間連結会計期間における主要な関係会社の異動は次のとおりです。 

＜無印良品販売事業＞ 

 平成18年４月にMUJI Global Sourcing Private Ltd.を設立いたしました。同社は当中間連結会計期間より連結の

範囲に含めております。また、当社におけるキャンプ場の運営を、前連結会計年度までその他事業に含めておりまし

たが、当社においてキャンプ事業部の解消、宣伝販促室へ組入の組織変更に基づき、当中間連結会計期間より、無印

良品販売事業に含めております。  

＜その他事業＞ 

 前連結会計年度まで無印良品販売事業に含めておりましたムジ・ネット(株)につきまして、住宅の販売事業及びコ

ンテンツ制作事業が主な内容であるため、当中間連結会計期間より、その他事業に含めております。また、平成18年

８月に(株)ニューイデーを設立いたしました。同社は連結の範囲に含めておりません。なお、同社は平成18年９月１

日に(株)イデーに名称変更しております。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外書で記載 

      しております。 

２．全社（共通）は、総務及び経理等間接部門の従業員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間会計期間の平均人員を外書で記載して 

     おります。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について、特に記載すべき事項はありません。 

名称 住所 資本金 
主な事業の
内容 

議決権の所有割合
又は被所有割合
（％） 

関係内容 

 （連結子会社） 

MUJI Global Sourcing Private Ltd. 
Singapore  

 千SGD

1,500 

無印良品 

販売事業 
100.00 

当社商品の調達 

取締役の兼任2名 

  平成18年８月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

無印良品販売事業 1,445 〔2,874〕 

その他事業 68 〔30〕 

全社（共通） 73 〔5〕 

合計 1,586 〔2,909〕 

  平成18年８月31日現在

従業員数（名） 969〔2,829〕 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益が高水準で推移する中、緩やかな景気拡大を続け、雇用環

境の改善による所得の増加が個人消費の増加を支えることとなり、大手流通業などの業績回復がある一方、競争の

激化等により全体的な回復には至っておらず予断を許さない経営環境が続いております。 

 このような経済状況のもと、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）は、引き続き積極的な出店

や商品開発力の強化、業務効率の改善に努め業績の更なる拡大を図りました。  

  これらの結果、当中間連結会計期間の業績は売上高が76,111百万円（前年同期比11.4％増）となり、営業利益は

8,104百万円（同10.1％増）、経常利益は8,202百万円（同9.5％増）、中間純利益は減損会計の適用による影響も

含め4,523百万円（同3.1％増）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次の通りであります。 

    （無印良品販売事業） 

無印良品販売事業におきましては継続して国内での新規店舗出店に加え既存店舗の改装を積極的に実施し、客数

の増加も図ってまいりました。 

また、既存店が低迷しておりましたライセンスド・ストア及び西友では営業力が大きく改善し既存店売上高は伸

長いたしました。ファミリーマートにおいても4月からの新パッケージ商品の展開、新規什器備品の展開等により

売上高は伸長いたしました。ネットストアも好調を維持しております。 

 この結果、営業収益は75,628百万円（同11.3％増）、営業利益は7,936百万円（同8.5％増）となりました。 

    （その他事業） 

 その他事業では花の小売事業の株式会社花良品が黒字化し、また住宅の販売とコンテンツ製作を手掛けるムジネ

ット株式会社は住宅の販売が順調に推移致しました。 

 この結果、営業収益は888百万円（同17.7％増）、営業利益は168百万円（同289.6％増）となりました。 

 なお、当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては前中間連結

会計期間分を変更後の区分に組替えて行っております。 

 所在地別セグメントの業績は次の通りであります。 

    （日本） 

 日本国内は無印良品販売事業において「無印良品アリオ亀有」を含む14店舗（うち、直営店12店舗）を新設出店

し、「無印良品港北東急」を含む11店舗の改装、縮小、増床（うち、直営店8店舗）を実施し、営業の拡大を進め

てまいりました。 

 これにより国内での営業収益は70,760百万円（同10.7％増）、営業利益は8,203百万円（同11.5％増）となりまし

た。 

    （ヨーロッパ） 

 ヨーロッパではスウェーデン1店舗（供給先）、ドイツ1店舗（直営店）、スペイン1店舗（供給先）、ノルウェ

ー1店舗（供給先）、イギリス1店舗（直営店）の計6店舗（うち、直営店2店舗）を新設致しました。しかしなが

ら、主力であるイギリス、フランスでの衣服雑貨の販売不振が響き営業利益は減少いたしました。 

 これによりヨーロッパでの営業収益は3,560百万円（同22.4％増）、営業損失は218百万円（同182.8％増）とな

りました。 

    （その他の地域） 

 その他の地域では好調な香港、シンガポールに加え営業を強化した韓国及び衣服雑貨の販売を開始した中国にお

いて業績が回復し大きく伸長いたしました。 

 これによりその他地域での営業収益は2,194百万円（同19.8％増）、営業利益は119百万円（同42.8％増）となり

ました。 



 セグメントの業績は次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの業績 

所在地別セグメントの業績 

 （注） 所在地別セグメントの業績における「営業利益または営業損失」については、連結消去処理前の記載となって

おります。なお、連結消去処理金額は、０百万円であります。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、205億98百万円となり、前連結会計年

度末に比べ34億65百万円減少いたしました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動で得られた資金は、47億54百万円（前年同期比5億25百万円増）となりました。 

 これらは主に、税金等調整前中間純利益76億73百万円と減価償却費10億22百万円などで資金が増加したことに

対し、法人税等の支払い39億68百万円などで資金が減少したことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は72億68百万円（前年同期比58億34百万円増）となりました。 

 これは主に、店舗などの事業用固定資産の取得15億38百万円及び投資有価証券40億87百万円の取得によるもの

です。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は9億95百万円（前年同期比5億95百万円増）となりました。 

 これは主に、自己株式を従業員等の新株予約権権利行使者に売却したことにより、1億49百万円資金が増加

し、配当金の支払いにより12億41百万円資金が減少したことによるものです。 

事業別 営業収益（百万円） 前年同期比（％） 営業利益 前年同期比（％） 

無印良品販売事業 75,628 111.3 7,936 108.5 

その他事業 888 117.7 168 389.6 

合計 76,516 111.4 8,104 110.1 

所在地別 営業収益（百万円） 前年同期比（％） 
営業利益または営
業損失（△） 

前年同期比（％） 

日本 70,760 110.7 8,203 111.5 

ヨーロッパ 3,560 122.4 △218 282.8 

その他の地域 2,194 119.8 119 142.8 

合計 76,516 111.4 8,104 110.1 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては前中間連結会計期

間後の区分に組替えて行っております。 

  (1) 販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績（売上高）を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

  （注）１. 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

２． 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別 
セグメントの名称 

形態別 金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）

無印良品販売事業 直営店 日本 49,310 64.8 109.7 

    イギリス 1,957 2.6 104.5 

    フランス 1,010 1.3 124.1 

    
香港・ 

シンガポール 
1,741 2.3 106.9 

    イタリア 324 0.4 159.6 

    韓国 399 0.5 197.5 

    中国 51 0.1 － 

    ドイツ 235 0.3 － 

    計 55,027 72.3 110.8 

  供給先 計 17,194 22.6 109.0 

  その他 計 3,023 4.0 134.8 

  合計 75,244 98.9 111.2 

その他事業 直営店 日本 867 1.1 137.0 

合計 76,111 100.0 111.4 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年3月1日 
至 平成17年8月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年3月1日 
至 平成18年8月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

㈱西友 5,265 7.7 5,330 7.0 



(2）商品別販売実績 

 当中間連結会計期間における形態別の商品別販売実績（売上高）を事業の種類別セグメントごとに示すと次のと

おりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）仕入の状況 

 当中間連結会計期間における商品別仕入高を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

商品別 金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）

無印良品販売事業 直営店 衣服・雑貨 19,361 25.4 109.0 

    生活雑貨 30,954 40.7 111.5 

    食品 3,694 4.9 108.7 

    その他 1,018 1.3 136.3 

    小計 55,027 72.3 110.8 

  供給先 衣服・雑貨 5,895 7.7 107.7 

    生活雑貨 9,014 11.8 110.4 

    食品 2,376 3.1 114.2 

    その他 △92 － － 

    小計 17,194 22.6 109.0 

  その他 小計 3,023 4.0 134.8 

  計 75,244 98.9 111.2 

その他事業 計 867 1.1 137.0 

合計 76,111 100.0 111.4 

商品別 金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）

無印良品販売事業 衣服・雑貨 13,419 31.5 109.6 

  生活雑貨 24,133 56.6 114.2 

  食品 4,036 9.5 110.8 

  その他 699 1.6 126.6 

  計 42,289 99.2 112.5 

その他事業 計 348 0.8 128.4 

合計 42,638 100.0 112.6 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結された経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループの自社ブランド商品「無印良品」の生活者へのニーズへの対応と新規需要開拓のために、常に最新の

商品情報を収集し、新商品開発、既存商品の見直し、生活技術向上のために、意欲的な商品研究開発活動を進めてお

ります。 

 商品本部におきましては、商品企画開発の専属スタッフを配置した企画デザイン室を設置しております。当社独自

の仕様を作成し、ヨーロッパ・中国・インドをはじめ、海外各地で素材から商品開発を進めております。 

 なお、当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、6億21百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の主な設備を新設いたしました。 

(1）提出会社 

(2）国内子会社 

 重要な設備の新設はありません。 

(3）在外子会社 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員 
（人） 

建物 
工具器具
及び備品 

土地 その他 合計 

金額 金額 
面積 
（千㎡） 

金額 金額 金額 

無印良品 アリオ亀有 

（東京都 葛飾区） 

無印良品 

販売事業 
 店舗 17 7 ― ― ― 25 3[17] 

無印良品 上大岡京急 

（神奈川県 横浜市）  

無印良品 

販売事業 
 店舗 21 7 ― ― ― 29 3[15] 

無印良品 マイカル桑名

（三重県 桑名市）  

無印良品 

販売事業 
 店舗 16 6 ― ― ― 23 3[ 8] 

無印良品  

多摩センター三越 

（東京都 多摩市）  

無印良品 

販売事業 
 店舗 19 6 ― ― ― 26 2[12] 

無印良品 

伊丹ダイヤモンドシティ

（兵庫県 伊丹市）  

無印良品 

販売事業 
 店舗 32 8 ― ― ― 40 3[14] 

無印良品 キュポ・ラ川口

（埼玉県 川口市）  

 無印良品 

 販売事業 
 店舗 12 7 ― ― ― 20   3[16] 

無印良品  

イオン千葉ニュータウン

（千葉県 千葉市）  

 無印良品 

 販売事業 
 店舗 24 7 ― ― ― 32    3[12] 

無印良品 

キュースタ富士吉田 

（山梨県 富士吉田市）  

 無印良品 

 販売事業 
 店舗 20 6 ― ― ― 26 2[ 9] 

無印良品 マリエとやま 

（富山県 富山市）  

 無印良品 

 販売事業 
 店舗 13 7 ― ― ― 20 2[ 9] 

無印良品 静岡 

（静岡県 静岡市）  

 無印良品 

 販売事業 
 店舗 40 12 ― ― ― 53 3[19] 

 無印良品 まるひろ南浦和 

（埼玉県 さいたま市）  

 無印良品 

 販売事業 
 店舗 12 9 ― ― ― 22 2[14] 

無印良品  

ガーデンパーク和歌山 

（和歌山県 和歌山市）  

 無印良品 

 販売事業  
 店舗 29 7 ― ― ― 36 3[ 7] 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員 
（人） 

建物 
工具器具
及び備品 

土地 その他 合計 

金額 金額 
面積 
（千㎡）

金額 金額 金額 

MUJI Deutschland GmbH Munchen  
無印良品 

販売事業 
 店舗 0 65 ― ― 84 150 7[14] 

RYOHINKEIKAKU EUROPE 

LTD.  

HOF 

Bluewater  

無印良品 

販売事業 
 店舗 1 13 ― ― ― 14 8[-] 



 当中間連結会計期間において，以下の主な設備を除却いたしました。 

(1）提出会社 

（注） 従業員数は、就業人員であり、臨時従業員は〔 〕内に当中間会計期間の平均人員を外書で記載しておりま

す。 

(2）国内子会社 

 重要な設備の除却はありません。 

(3）在外子会社 

 重要な設備の除却はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 当中間連結会計期間において、重要な設備の新設等は計画しておりません。なお、当中間連結会計期間に新設し

た主な設備については、「１．主要な設備の状況」に記載しております。 

(2）重要な設備の除却等 

 重要な設備の除却等の計画はありません。 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員 
（人） 

建物 
工具器具
及び備品 

土地 その他 合計 

金額 金額 
面積 
（千㎡） 

金額 金額 金額 

無印良品 福島中合 

（福島県 福島市） 

無印良品 

販売事業 
 店舗 18 1 ― ― ― 20 －[－] 

無印良品 長野WALK 

（長野県 長野市） 

 無印良品 

 販売事業 
  店舗 18 2 ― ― ― 20 3[ 8] 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

① 平成14年５月22日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の発行時において当社又は当社子会社の取締役、監査役、社員又は嘱託社員であった新株予約権

者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社の関係会社の取締役、監査役、社員又は嘱託社員である

ことを要する。ただし、当社若しくは当社の関係会社の取締役若しくは監査役が任期満了により若しくは法

令変更に伴い退任した場合又は当社若しくは当社の関係会社の社員若しくは嘱託社員が定年により退職した

場合には、この限りではない。 

２．新株予約権の発行時において当社又は当社子会社と顧問契約を締結している顧問であった新株予約権者は、

新株予約権の行使時において、当社若しくは当社の関係会社の取締役、監査役、社員、嘱託社員又は当社若

しくは当社子会社と顧問契約を締結している顧問であることを要する。ただし、当該新株予約権者が、新株

予約権の行使時において、当社又は当社の関係会社の取締役、監査役、社員、嘱託社員又は顧問のいずれで

もない場合であっても、新株予約権の行使に先立ち、当該行使にかかる新株予約権の数及び行使の時期につ

き当社取締役会の承認を得た場合には、この限りでない。 

３．新株予約権の発行時において当社外部のデザイナー又はコンサルタントであった新株予約権者は、新株予約

権の行使に先立ち、当該行使にかかる新株予約権の数及び行使の時期につき、当社取締役会の承認を要す

る。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 112,312,000 

計 112,312,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成18年８月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年11月30日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 28,078,000 28,078,000 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 28,078,000 28,078,000 － － 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年８月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年10月31日） 

新株予約権の数（個） 1,126 1,117 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 112,600 111,700 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 316,100 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年６月１日から 

平成19年５月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   3,161 

資本組入額  1,581 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する 
同左 

代用払込みに関する事項  － －  



４．新株予約権は、当該新株予約権の発行にかかる取締役会において割当を受けた当初の新株予約権者において

これを行使することを要する。 

５．新株予約権の相続人による新株予約権の行使は認められない。 

６．新株予約権者は、一度の手続において新株予約権の全部または一部を行使することができる。ただし、当社

の１単元未満の株式を目的とする新株予約権の行使は認められない。 

７．その他の新株予約権の行使の条件は、本総会以後に開催される取締役会決議により定める。 

② 平成16年５月26日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権者は、当社の取締役または執行役員の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行使することが

できる。 

２．新株予約権の全部または一部を行使することができる。但し、各新株予約権１個当たりの一部行使は認めら

れない。 

３．その他の新株予約権の行使の条件は、取締役会により定める。 

③ 平成17年５月25日定時株主総会決議 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年８月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年10月31日） 

新株予約権の数（個） 83 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 8,300 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年４月７日から 

平成36年５月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      1 

資本組入額     1 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

る 

同左 

代用払込みに関する事項 －  －  

  
中間会計期間末現在 
（平成18年８月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年10月31日） 

新株予約権の数（個） 87 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 8,700 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年６月15日から 

平成37年５月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      1 

資本組入額     1 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

る 

同左 

代用払込みに関する事項  － －  



 （注）１．新株予約権者は、当社の取締役または執行役員の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行使することが

できる。 

２．新株予約権の全部または一部を行使することができる。但し、各新株予約権１個当たりの一部行使は認めら

れない。 

３．その他の新株予約権の行使の条件は、取締役会により定める。 

          会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

   ① 平成18年５月24日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行使することができる。 

    ２．新株予約権の全部または一部を行使することができる。但し、各新株予約権１個当たりの一部行使は認め 

      られない。 

    ３．その他の新株予約権の行使の条件は、取締役会により定める。 

   ② 平成18年５月24日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権者は、当社の執行役員の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行使することができる。 

    ２．新株予約権の全部または一部を行使することができる。但し、各新株予約権１個当たりの一部行使は認め 

      られない。 

    ３．その他の新株予約権の行使の条件は、取締役会により定める。 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年８月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年10月31日） 

新株予約権の数（個） 40 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年７月13日から 

平成38年５月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      1 

資本組入額     1 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

る 

同左 

代用払込みに関する事項 －  －  

  
中間会計期間末現在 
（平成18年８月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年10月31日） 

新株予約権の数（個） 17 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,700 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年７月13日から 

平成38年５月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      1 

資本組入額     1 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

る 

同左 

代用払込みに関する事項 －  －  



   

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

 （注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

２．野村證券株式会社及びその共同保有者であるNOMURA INTERNATIONAL PLC、NOMURA SECURITIES  

INTERNATIONAL,Inc.、MAINTRUST Kapitalanlagegesellschaft mbH、野村アセットマネジメント株式会社か

ら、平成18年9月15日付で提出された大量保有報告書により同日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有し

ている旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における所有株式数の確認が出来ま

せんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

 ３.ドレスナー・クラインオート・ワッサースタイン証券会社は平成18年９月ドレスナー・クラインオート証券

会社に名称変更しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年３月１日～ 

平成18年８月31日 
－ 28,078,000 － 6,766 － 10,075 

  平成18年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社 信託口 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 3,681 13.11 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社 信託口 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,431 8.66 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 1,078 3.84 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 863 3.08 

 資産管理サービス信託銀行 

 株式会社 信託口Ｂ 
東京都中央区晴海一丁目８番12号 734 2.62 

インベスターズ バンク 

（常任代理人 スタンダード 

チャータード銀行） 

200 CLARENDON STREET P.O.BOX 9130  

BOSTON,MA 02117-9130 

(東京都千代田区永田町二丁目11番１号） 

558 1.99 

ドレスナー・クラインオート 

証券会社東京支店 
東京都港区六本木一丁目６番１号 511 1.82 

カセイス バンク 

オーディナリー アカウント 

(常任代理人 株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行カストディ業務部） 

1 PALACE VALHUBEURT 75013 PARIS 

FRANCE 

（東京都千代田区丸の内一丁目４番５号） 

509 1.81 

野村信託銀行株式会社 投信口 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 495 1.77 

株式会社ファミリーマート 東京都豊島区東池袋四丁目26番10号  482 1.72 

計 － 11,346 40.40 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 3,082千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,701千株

資産管理サービス信託銀行株式会社 617千株

野村信託銀行株式会社 496千株



  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式21株が含まれています。 

②【自己株式等】 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 878 3.13 

NOMURA INTERNATIONAL PLC 
Nomura House 1,St.Martin's-le Grand  

London EC1A 4NP,England 
500 1.78 

NOMURA SECURITIES  

INTERNATIONAL,Inc. 

2 World Financial Center , Building B  

New York , N.Y. 10281-1198 
34 0.12 

MAINTRUST  

Kapitalanlagegesellschaft  

mbH 

Graefstrasse 109,60487 Frankfurt am  

Main,F.R.Germany 
44 0.16 

野村アセットマネジメント 

株式会社 
 東京都中央区日本橋一丁目１２番１号 473 1.68 

  平成18年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    418,900 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 27,656,300 276,563 － 

単元未満株式 普通株式      2,800 － － 

発行済株式総数 28,078,000 － － 

総株主の議決権 － 276,563 － 

  平成18年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社良品計画 
東京都豊島区東池袋

四丁目26番3号 
418,900 － 418,900 1.4 

計 － 418,900 － 418,900 1.4 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成18年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） 9,870 10,710 10,410 9,920 9,530 9,360 

最低（円） 7,940 9,500 9,190 8,810 8,030 8,410 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

 また、前中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

 ただし、当中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は「財務諸表等の監査証明に関する

内閣府令等の一部を改正する内閣府令」（平成18年４月26日 内閣府令第56号）附則第２項により、改正前の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 また、前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

 ただし、当中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、「財務諸表等の監査証明に関する内

閣府令等の一部を改正する内閣府令」（平成18年４月26日 内閣府令第56号）附則第２項により、改正前の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日ま

で）及び前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表につき

ましては、中央青山監査法人により中間監査を受けております。また、当中間連結会計期間（平成18年３月１日から平

成18年８月31日まで）及び当中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の中間連結財務諸表及び中

間財務諸表につきましては、一時監査人たるあずさ監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の会計監査人は次の通り交代しております。 

第27期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第27期中間会計期間の中間財務諸表  中央青山監査法人 

第28期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第28期中間会計期間の中間財務諸表  あずさ監査法人 

     



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１. 現金及び預金     19,396 20,598   24,063 

２. 売掛金     3,441 4,095   3,604 

３. たな卸資産     8,697 10,208   10,154 

４. 未収入金     3,451 3,838   3,484 

５. その他     1,947 2,337   2,034 

  貸倒引当金     △26 △32   △31 

流動資産合計     36,907 59.0 41,044 56.0   43,309 62.4

Ⅱ 固定資産          

１. 有形固定資産 ※１        

(1）建物   7,169  6,751 7,006   

(2）工具器具及び備品   2,034  2,404 2,172   

(3）土地   875  875 875   

(4）その他   810 10,890 1,130 11,162 849 10,904 

２. 無形固定資産     3,162 4,125   3,406 

３. 投資その他の資産          

(1）投資有価証券   ―  5,023 315   

(2）差入保証金   3,578  3,708 3,613   

(3）敷金   7,429  7,910 7,583   

(4）その他   606  437 364   

  貸倒引当金   △55 11,559 △57 17,022 △50 11,827 

固定資産合計     25,612 41.0 32,311 44.0   26,137 37.6

資産合計     62,520 100.0 73,355 100.0   69,447 100.0 

           

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１. 買掛金     5,921 7,501   6,465 

２. 未払費用     2,837 2,889   3,065 

３. 未払法人税等     3,030 3,246   4,127 

４. 賞与引当金     6 5   8 

５. 役員賞与引当金     ― 23   ― 

６. その他     819 1,514   1,270 

流動負債合計     12,615 20.2 15,181 20.7   14,936 21.5

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債          

１. 役員退職慰労引当金     151 145   146 

２. その他     192 207   203 

固定負債合計     344 0.6 352 0.5   349 0.5

負債合計     12,960 20.7 15,533 21.2   15,286 22.0

           

（少数株主持分）          

少数株主持分     244 0.4 ― ―   238 0.4

           

（資本の部）          

Ⅰ 資本金     6,766 10.8 ― ―   6,766 9.8

Ⅱ 資本剰余金     10,114 16.2 ― ―   10,122 14.6

Ⅲ 利益剰余金     34,091 54.5 ― ―   38,086 54.8

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

    △2 △0.0 ― ―   △38 △0.1

Ⅴ 為替換算調整勘定     173 0.3 ― ―   434 0.6

Ⅵ 自己株式     △1,828 △2.9 ― ―   △1,449 △2.1

資本合計     49,315 78.9 ― ―   53,922 77.6

負債・少数株主持分 
及び資本合計 

    62,520 100.0 ― ―   69,447 100.0 

           

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１. 資本金    ― ―  6,766 9.3   ― ― 

２. 資本剰余金    ― ―  10,120 13.8   ― ― 

３. 利益剰余金    ― ―  41,325 56.3   ― ― 

４. 自己株式    ― ―  △1,297 △1.8   ― ― 

株主資本合計    ― ―  56,914 77.6   ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等                   

１. その他有価証券評価
差額金 

   ― ―  33 0.0   ― ― 

２. 為替換算調整勘定    ― ―  476 0.7   ― ― 

評価・換算差額等合計    ― ―  509 0.7   ― ― 

Ⅲ 新株予約権    ― ―  46 0.0   ― ― 

Ⅳ 少数株主持分    ― ―  351 0.5   ― ― 

純資産合計    ― ―  57,822 78.8   ― ― 

負債純資産合計     ― ―   73,355 100.0   ― ― 

           



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     68,322 100.0 76,111 100.0 140,185 100.0 

Ⅱ 売上原価     38,079 55.7 42,741 56.2 78,434 56.0 

売上総利益     30,243 44.3 33,369 43.8 61,751 44.0 

Ⅲ 営業収入     349 0.5 405 0.6 704 0.5 

営業総利益     30,592 44.8 33,774 44.4 62,455 44.5 

Ⅳ 販売費及び一般
管理費 

※１   23,232 34.0 25,670 33.8 47,220 33.7 

営業利益     7,359 10.8 8,104 10.6 15,234 10.8 

Ⅴ 営業外収益             

１．受取利息   18     30 43     

２．為替差益   40     ― 233     

３．協賛金収入   71     72 154     

４．持分法による
投資利益 

  ―     17 ―     

５．その他   27 158 0.2 22 142 0.2 87 518 0.4 

Ⅵ 営業外費用             

１．支払利息   ―     3 4     

２．為替差損   ―     20 ―     

３．その他   27 27 0.0 20 44 0.0 95 99 0.0 

経常利益     7,490 11.0 8,202 10.8 15,653 11.2 

Ⅶ 特別利益             

１．投資有価証券
売却益 

  ―     ― 43     

２．貸倒引当金戻
入益 

  10     ― 36     

３．その他   16 26 0.0 ― ― 1 82 0.0 

              

Ⅷ 特別損失             

１．固定資産除却
損 

  62     80 229     

２．店舗賃借解約
損 

  13     ― 16     

３．投資有価証券
評価損 

  ―     127 ―     

４．減損損失 ※2  ―     278 ―     

５．その他   24 101 0.1 43 529 0.7 29 275 0.2 

税金等調整前
中間（当期）
純利益 

    7,416 10.9 7,673 10.1 15,460 11.0 

法人税住民税
及び事業税 

  2,648     3,180 5,867     

法人税等調整
額 

  392 3,041 4.5 △40 3,139 4.2 287 6,154 4.3 

少数株主損益     △13 △0.0 10 0.0 △39 △0.0 

中間（当期）
純利益 

    4,388 6.4 4,523 5.9 9,344 6.7 

              



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

  

 当中間連結会計期間 （自平成18年3月1日 至平成18年8月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年2月28日残高 

（百万円） 
6,766 10,122 38,086 △1,449 53,525 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当     △1,242   △1,242 

利益処分による役員賞与     △41   △41 

中間純利益     4,523   4,523 

自己株式の取得       0 0 

自己株式の処分   △1   151 149 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ △1 3,239 151 3,388 

平成18年8月31日残高 

（百万円） 
6,766 10,120 41,325 △1,297 56,914 

 

評価・換算差額等 

新株予約権
少数株主持
分 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年2月28日残高 

（百万円） 
△38 434 396 ― 238 54,161 

中間連結会計期間中の変動額       

剰余金の配当           △1,242 

利益処分による役員賞与           △41 

中間純利益           4,523 

自己株式の取得           0 

自己株式の処分           149 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額(純額） 
71 41 112 46 112 272 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
71 41 112 46 112 3,660 

平成18年8月31日残高 

（百万円） 
33 476 509 46 351 57,822 



④【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高     10,106 10,106

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１．自己株式処分差益   8 8 16 16

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    10,114 10,122

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高     30,583 30,583

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１．中間（当期）純利益   4,388 4,388 9,344 9,344

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１．配当金   820 1,782

２．役員賞与   58 879 58 1,841

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    34,091 38,086

      



⑤【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

前連結会計年度の要約キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．税金等調整前中間
（当期）純利益 

  7,416 7,673 15,460

２．減価償却費   948 1,022 1,984

３．ソフトウェア投資等
償却 

  230 224 494

４．連結調整勘定償却   43 43 87

５．貸倒引当金の増加額
または減少額（△） 

  △27 7 △28

６．役員退職慰労引当金
の減少額（△） 

  △238 △0 △244

７．受取利息及び受取配
当金 

  △18 △30 △44

８．支払利息   ― 3 4

９．為替差損益   0 △6 0

10．持分法による投資損
益 

  △11 △17 △23

11．有形固定資産除却損   60 80 220

12. 無形固定資産除却損   1 ― 8

13．減損損失   ― 278 ―

14. 投資有価証券評価損   ― 127 ―

15．投資有価証券売却益   ― ― △43

16．売上債権の増加額  
(△) 

  △594 △794 △651

17．たな卸資産の増加額
(△)または減少額 

  142 △35 △1,250

18．仕入債務の増加額ま
たは減少額(△) 

  △840 989 △338

19．その他の資産の増加
額(△)または減少額 

  220 △388 182

20．その他の負債の増加
額または減少（△） 

  △607 △476 149

21. 新株予約権   ― 9 ―

22．役員賞与の支払額   △58 △41 △58

小計   6,668 8,668 15,911

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

前連結会計年度の要約キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

23．利息及び配当金の受
取額 

  18 57 44

24．利息の支払額   ― △3 △4

25．法人税等の支払額   △2,457 △3,968 △4,777

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  4,229 4,754 11,174

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．有価証券の取得によ
る支出 

  △66 ― △70

２．有形固定資産の取得
による支出 

  △1,260 △1,538 △2,342

３．店舗借地権・敷金等
の支出 

  △115 △643 △613

４．店舗敷金等回収によ
る収入 

  183 109 286

５．無形固定資産等の取
得による支出 

  △152 △468 △585

６．預り保証金の返還に
よる支出 

  △20 ― △20

７．投資有価証券の取得
による支出 

  △2 △4,087 △2

８．投資有価証券の売却
による収入 

  ― ― 61

９. 関係会社株式取得に
よる支出 

  ― △640 ―

10. その他   ― ― 4

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  △1,434 △7,268 △3,282

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

前連結会計年度の要約キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．自己株式取得による
支出 

  △0 △0 △2

２．自己株式売却による
収入 

  419 149 808

３．少数株主からの払込
による収入 

  ― 96 ―

４．配当金の支払額   △819 △1,241 △1,780

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  △400 △995 △974

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  40 44 185

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額または減少額
（△） 

  2,435 △3,465 7,102

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  16,961 24,063 16,961

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 ※１ 19,396 20,598 24,063



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．連結の範囲に関する

事項 

連結子会社の数 11社 

㈱アール・ケイ・トラック 

RYOHIN KEIKAKU EUROPE LTD. 

RYOHIN KEIKAKU FRANCE S.A.S. 

MUJI ITALIA S.p.A. 

MUJI Deutschland GmbH 

MUJI(HONG KONG)CO.,LTD. 

MUJI(SINGAPORE)PRIVATE LTD. 

MUJI Korea CO.,LTD. 

無印良品（上海）商業有限公司 

ムジ・ネット㈱ 

㈱花良品 

なお、MUJI Deutschland GmbH及

び無印良品（上海）商業有限公司

は、当中間連結会計期間に設立さ

れたことにより当中間連結会計期

間より連結の範囲に含めておりま

す。 

 

  

 ───── 

(1)連結子会社の数 12社 

㈱アール・ケイ・トラック 

RYOHIN KEIKAKU EUROPE LTD. 

RYOHIN KEIKAKU FRANCE S.A.S. 

MUJI ITALIA S.p.A. 

MUJI Deutschland GmbH 

MUJI(HONG KONG)CO.,LTD. 

MUJI(SINGAPORE)PRIVATE LTD. 

MUJI Korea CO.,LTD. 

無印良品(上海)商業有限公司 

ムジ・ネット㈱ 

㈱花良品 

MUJI Global Sourcing Private  

Ltd. 

なお、MUJI Global Sourcing 

Private Ltd.は、当中間連結会

計期間に設立されたことにより

当中間連結会計期間より連結の

範囲に含めております。  

  (2)非連結子会社 

 (株)ニューイデー 

 非連結子会社は小規模であり、総

資産、売上高、中間純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金(持分に

見合う額)等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

連結子会社の数11社 

㈱アール・ケイ・トラック 

RYOHIN KEIKAKU EUROPE LTD. 

RYOHIN KEIKAKU FRANCE S.A.S.   

MUJI ITALIA S.p.A. 

MUJI Deutschland GmbH  

MUJI(HONG KONG)CO.,LTD.  

MUJI(SINGAPORE)PRIVATE LTD.  

MUJI Korea CO.,LTD. 

無印良品（上海）商業有限公司  

ムジ・ネット㈱  

 ㈱花良品 

 なお、MUJI Deutschland GmbH及

び無印良品（上海）商業有限公司

は、当連結会計年度に設立された

ことにより当連結会計年度より連

結の範囲に含めております。 

  

  

  

───── 

２．持分法の適用に関す

る事項 

(1)持分法を適用した関連会社の数 

  1社 

台湾無印良品股份有限公司 

  

 ───── 

(1)持分法を適用した関連会社の数 

  1社 

  台湾無印良品股份有限公司 

(2)持分法を適用しない非連結子 

   会社 

 (株)ニューイデー 

(3)持分法を適用しない理由 

  (株)ニューイデーの中間純損益 

 (持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等は、いずれも中

間連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためであります。 

(1)持分法を適用した関連会社の数

  1社 

台湾無印良品股份有限公司 

  

 ───── 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

３．連結子会社の中間決算

日（決算日）に関する

事項 

連結子会社のうち下記の会社は親

会社と中間決算日が異なります

が、中間連結財務諸表の作成にあ

たっては各社の中間決算日現在の

財務諸表を使用し、中間連結決算

日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っ

ております。 

連結子会社のうち下記の会社は親

会社と中間決算日が異なります

が、中間連結財務諸表の作成にあ

たっては各社の中間決算日現在の

財務諸表を使用し、中間連結決算

日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っ

ております。 

連結子会社のうち下記の会社は

親会社と決算日が異なります

が、連結財務諸表の作成にあた

っては各社の決算日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行って

おります。  

 6月30日 6月30日 12月31日 

 MUJI(HONG KONG)CO.,LTD. 

MUJI(SINGAPORE)PRIVATE LTD. 

MUJI ITALIA S.p.A. 

MUJI Korea CO.,LTD. 

無印良品（上海）商業有限公司 

MUJI(HONG KONG)CO.,LTD. 

MUJI(SINGAPORE)PRIVATE LTD. 

MUJI Korea CO.,LTD. 

無印良品（上海）商業有限公司 

MUJI Global Sourcing 

PRIVATE Ltd. 

MUJI(HONG KONG)CO.,LTD. 

MUJI(SINGAPORE)PRIVATE LTD. 

MUJI Korea CO.,LTD. 

無印良品（上海）商業有限公司 

 7月31日 7月31日 １月31日 

 RYOHIN KEIKAKU EUROPE LTD. 

RYOHIN KEIKAKU FRANCE S.A.S. 

MUJI Deutscland GmbH 

RYOHIN KEIKAKU EUROPE LTD. 

RYOHIN KEIKAKU FRANCE S.A.S. 

MUJI Deutschland GmbH 

MUJI ITALIA S.p.A. 

RYOHIN KEIKAKU EUROPE LTD. 

RYOHIN KEIKAKU FRANCE S.A.S. 

MUJI ITALIA S.p.A. 

MUJI Deutschland GmbH 

 また MUJI ITALIA S.p.Aは、

決算日を12月31日から1月31日に

変更したため、当連結会計年度

に合算された月数は13ヶ月とな

っております。  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

４．会計処理基準に関する

事項 

      

(1）重要な資産の評価基

準及び評価方法 

(イ）有価証券 

  その他有価証券 

 時価のあるもの 

   …中間決算日の市場価格に

   基づく時価法（評価差額 

   は全部資本直入法により 

   処理し、売却原価は移動 

   平均法により算定） 

(イ）有価証券 

 その他有価証券  

  時価のあるもの 

  …中間決算日の市場価格等に 

 基づく時価法（評価差額は 

 全部純資産直入法により処 

 理し、売却原価は移動平均 

 法により算定） 

(イ）有価証券 

    その他有価証券 

  時価のあるもの 

    …決算期末日の市場価格 

 等に基づく時価法（評 

 価差額は全部資本直入 

 法により処理し、売却 

 原価は移動平均法によ 

 り算定）  

  時価のないもの 

    …移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

 同左 

  時価のないもの 

同左  

 (ロ）デリバティブ 

   …時価法 

(ロ）デリバティブ 

同左 

(ロ）デリバティブ 

同左 

 (ハ）たな卸資産 

商品…主として個別法によ

る原価法 

(ハ）たな卸資産 

商品…主として個別法によ 

る原価法 

(ハ）たな卸資産 

商品…主として個別法

による原価法 

 貯蔵品…最終仕入原価法に

 よる原価法 

  

未成工事支出金 

…個別法による原価法

貯蔵品…最終仕入原価法に 

 よる原価法  

貯蔵品…最終仕入原価 

 法による原価 

 法 

  

(2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

(イ）有形固定資産 

  当社及び国内連結子会社は 

 定率法、在外連結子会社は所 

 在地国の会計基準の規定に基 

 づく定額法によっております 

  但し、国内法人は、平成10 

 年４月１日以降取得した建物 

（建物附属設備を除く）につい 

 ては、定額法によっておりま 

 す。 

  なお、耐用年数及び残存価 

 額については、法人税法に規 

 定する方法と同一の基準によ 

 っております。 

(イ）有形固定資産 

同左 

(イ）有形固定資産 

同左 

 (ロ）無形固定資産 

  当社及び国内連結子会社 

 は定額法、在外連結子会社 

 は所在地国の会計基準の規 

 定に基づく定額法によって 

 おります。 

  但し、自社利用ソフトェ 

 アについては、社内におけ 

 る利用可能期間（５年）に 

 基づく定額法によっており 

 ます。 

(ロ）無形固定資産 

同左 

(ロ）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

(3）重要な引当金の計上

基準 

(イ）貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に 

 備えるため、一般債権につ 

 いては貸倒実績率により、 

 貸倒懸念債権等特定の債権 

 については個別に回収可能 

 性を検討し、回収不能見込 

 額を計上しております。 

(イ）貸倒引当金 

同左 

(イ）貸倒引当金 

同左 

 (ロ）賞与引当金 

   子会社においては、従業

員に対して支給する賞与に充

てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

(ロ）賞与引当金 

同左 

(ロ）賞与引当金 

同左 

 ───── 

  

(ハ）役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、当連結 

会計年度における支給見込み 

額に基づき当中間連結会計期 

間に対応する見積額を計上し 

ております  

───── 

  

 (ニ）役員退職慰労引当金 

  役員の退職により支給す 

る退職慰労金に充てるため、

内規に基づく中間連結期末要

支給額を計上しております。 

  なお、平成16年５月より従

来の役員退職慰労金制度に代

わる制度として、株式型の報

酬制度を設けることとし、以

後、引当金の計上は行ってお

りません。すでに計上した役

員退職慰労引金については、

役員の退任時まで凍結いたし

ます。 

(ニ）役員退職慰労引当金 

  連結子会社については役員

の退職により支給する退職慰

労金に充てるため、内規に基

づく中間連結会計期末要支給

額を計上しております。 

  なお、財務諸表提出会社は

平成16年５月より株式型の報

酬制度を設け、従来の退職慰

労金制度を廃止しておりま

す。そのため引当金の積み増

しは行わず、役員の退任時に

取り崩しております。 

(ニ）役員退職慰労引当金 

  役員の退職により支給

する退職慰労金に充てる

ため、内規に基づく期末

要支給額を計上しており

ます。 

 なお、平成16年5月よ

り従来の役員退職慰労金

制度に代わる制度とし

て、株式型の報酬制度を

設けることとし、以後、

引当金の計上は行ってお

りません。すでに計上し

た役員退職慰労引当金に

ついては、役員の退任時

まで凍結いたします。 

       

(4）重要なリース取引の

処理方法 

  

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

同左 同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

(5）重要なヘッジ会計の

方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用して

おります。 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

 ヘッジ対象 

外貨建買掛金 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

 (ハ）ヘッジ方針 

 ・為替の相場変動に伴うリス 

クの軽減を目的に通貨に係る 

デリバティブ取引を行ってお 

ります。 

 ・原則として実需に基づくも 

のを対象としてデリバティブ 

取引を行っており、投機目的 

のデリバティブ取引は行って 

おりません。 

(ハ）ヘッジ方針 

同左 

(ハ）ヘッジ方針 

同左 

 (ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動の累計

とヘッジ手段の相場変動の累

計とを比率分析する方法によ

り有効性の評価を行っており

ます。 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(6）消費税及び地方消費

税の会計処理 

 税抜方式によっております。 同左 同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金・随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない短期投資で取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来するものからなっておりま

す。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自平成17年３月１日至平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自平成18年３月１日至平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自平成17年３月１日至平成18年２月28日） 

 ───── 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

  当中間連結会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適

用しております。 

  従来の「資本の部」の合計に相当する金

額は57,424百万円であります。 

  なお、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連結

貸借対照表の純資産の部は改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しております。 

  

─────  

 ───── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会 平成14年8月9日)及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第6号）を適用しておりま

す。 

 これにより営業利益及び経常利益は24百

万円増加しており、税金等調整前中間純利

益は254百万円減少しております。 

 なお減損損失累計額につきましては改正

後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産

の金額から直接控除しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

  

─────  

 ───── 

  

（ストック・オプション等に関する会計基

準） 

 当中間連結会計期間から「ストック・オ

プション等に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成17年12月27日 企業会計

基準第８号)及び「ストック・オプション等

に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成18年5月31日 企業会計基

準適用指針第11号)を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益が9百万円減少しており

ます。 

  なお、セグメント情報に与える影響は軽

微であります。 

  

─────  

 ───── 

  

（役員賞与に関する会計基準） 

  当中間連結会計期間から「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年11月29日 企業会計基準第４号）を

適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益及び税

金等調整前中間純利益は23百万円減少して

おります。 

 なお、セグメント情報に与える影響は軽

微であります。 

─────  



   表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自平成17年３月１日至平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自平成18年３月１日至平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自平成17年３月１日至平成18年２月28日） 

───── 

  

  

（中間連結貸借対照表） 

  前中間連結会計期間末に投資その他の資

産の「その他」に含めて表示しておりまし

た「投資有価証券」については資産総額の

100分の5を超えたため、当中間連結会計期

間より区分掲記いたしました。 

 なお、前中間連結会計期間末の「投資有

価証券」の金額は222百万円であります。  

 （中間連結損益計算書） 

  前中間連結会計期間まで、営業外収益の

「その他」に含めて表示しておりました 

「持分法による投資利益」については、営業

外収益の総額の100分の10を超えたため区分 

掲記しております。 

 また、営業外費用の「その他」に含めて表

示しておりました「為替差損」につきまして

も、営業外費用の総額の100分の10を超えた

ため区分掲記いたしました。 

 なお、前中間連結会計期間における「持分

法による投資利益」の金額は11百万円であり

ます。また前中間連結会計期間における「為

替差損」はありません。 

───── 

  

   

前中間連結会計期間 
（自平成17年３月１日至平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自平成18年３月１日至平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自平成17年３月１日至平成18年２月28日） 

        (外形標準課税制度の導入) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平

成15年法律第９号)が平成15年３月31日に公

付され、平成16年４月１日以降に開始する

事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」(平成16年２月13日企業会計基準委員

会実務対応報告第12号)に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が97百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益が、97百万円減少して

おります。 

  ─────         (外形標準課税制度の導入) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平

成15年法律第９号)が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以降に開始する

事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当連結会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取扱い」

(平成16年２月13日企業会計基準委員会実務

対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一

般管理費に計上しております。  

  この結果、販売費及び一般管理費が196百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益が、196百万円減少して

おります。  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前連結会計年度末 
（平成18年２月28日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

14,521百万円であります。 

※２．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、  

15,534百万円であります。 

※２．消費税等の取扱い 

同左 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、  

15,208百万円であります。 

 ───── 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

借地借家料 6,429百万円 

従業員給料 5,376百万円 

運搬料 1,692百万円 

借地借家料 6,991百万円

従業員給料 5,936百万円

運搬料 1,812百万円

役員賞与引当金 

繰入額 
23百万円

貸倒引当金繰入額  7百万円

借地借家料 13,132百万円 

従業員給料 10,884百万円 

運搬料 3,543百万円 

         ───── ※２．減損損失 

    当中間連結会計期間において、当社グ 

   ループは以下の資産グループについて減 

   損損失を計上いたしました。 

        管理会計上の最小単位である店舗等 

   を基本にしてグルーピングしておりま 

   す。本部経費等配賦後の営業キャッシ 

   ュ・フローがマイナスまたは一定水準 

   に満たない店舗等につき、回収可能額 

   まで帳簿価額を減額し、特別損失とし 

   て278百万円を計上しております。 

    なお、回収可能価額は使用価値によ 

   り測定しており、使用価値は将来キャ 

   ッシュ・フローを８％で割引いて算出 

   しております。 

 

  固定資産の種類ごとの当該金額の内訳  

  

   (単位:百万円）

用途 場所   種類  金額

無印良品直営店 

難波店他1店舗 

大阪府 

 他  

建物附属設備 

その他  

  計 

239

9

248

花良品直営店 

花良町田他6店舗

東京都 

 他 

建物附属設備 

その他   

  計 

27

2

29

         ───── 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日至 平成18年８月31日） 

 1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  (注) 自己株式の株式数の増加０千株は単元未満株式の買取によるものであります。減少49千株は新株予約権の行使に

    よるものであります。 

  

 ２.新株予約権に関する事項 

  

 ３.配当に関する事項 

 (1)配当金支払額 

  

 (2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間後となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

末株式数（千株） 

 発行済株式数     

   普通株式 28,078 ― ― 28,078 

     合計 28,078 ― ― 28,078 

 自己株式     

   普通株式 467 0 49 418 

     合計 467 0 49 418 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる株

式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

当中間連結会計

期間末残高 

(百万円） 

    
前連結会計

年度末 

当中間連結会計

期間増加 

当中間連結会計

期間減少 

当中間連結会

計期間末 
  

提出会社 

  (親会社） 
 
ストックオプションとし

ての新株予約権 
― ― ― ― ― 46 

  合   計  ― ― ― ― 46 

決議 株式の種類 配当金の総額（百万円） 1株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成18年5月24日の

定時株主総会 
普通株式  1,242 45  平成18年2月28日 平成18年5月24日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年10月２日の

取締役会 
普通株式  1,244   利益剰余金 45 平成18年8月31日 平成18年11月１日 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※1. 現金及び現金同等物の中間期末残高と 

  中間連結貸借対照表に掲記されている  

   科目の金額との関係 

※1. 現金及び現金同等物の中間期末残高と 

   中間連結貸借対照表に掲記されている科 

   目の金額との関係 

※1. 現金及び現金同等物の期末残高と連結 

   貸借対照表に掲記されている科目の金額 

   との関係 

現金及び預金勘定 19,396百万円

現金及び現金同等物 19,396百万円

現金及び預金勘定 20,598百万円

現金及び現金同等物 20,598百万円

現金及び預金勘定 24,063百万円

現金及び現金同等物 24,063百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
工具器具

及び備品 
その他 合計 

取得価

額相当

額 

12百万円 44百万円 57百万円 

減価償

却累計

額相当

額 

8百万円 15百万円 24百万円 

中間期

末残高

相当額 

4百万円 28百万円 32百万円 

  
工具器具

及び備品 
その他 合計 

取得価

額相当

額 

19百万円 16百万円 36百万円 

減価償

却累計

額相当

額 

10百万円 8百万円 19百万円 

中間期

末残高

相当額 

8百万円 7百万円 16百万円 

  
工具器具

及び備品 
その他 合計 

取得価

額相当

額 

10百万円 32百万円 43百万円 

減価償

却累計

額相当

額 

8百万円 16百万円 24百万円 

期末残

高相当

額 

2百万円 16百万円 18百万円 

なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

同左 なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 11百万円

１年超 21百万円

合計 32百万円

１年以内 7百万円

１年超 12百万円

合計 19百万円

１年以内 8百万円

１年超 11百万円

合計 20百万円

なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法

により算出しております。 

同左 なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算出し

ております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5百万円

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4百万円

支払リース料 9百万円

減価償却費相当額 9百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 6百万円

１年超 4百万円

合計 11百万円

未経過リース料 

１年以内 285百万円

１年超 128百万円

合計 413百万円

未経過リース料 

１年以内 301百万円

１年超 263百万円

合計 564百万円



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末） 

(1）時価のある有価証券（平成17年８月31日） 

(2）時価評価されていない主な有価証券の内容（平成17年８月31日） 

（当中間連結会計期間末） 

(1）時価のある有価証券（平成18年８月31日） 

(2）時価評価されていない主な有価証券の内容（平成18年８月31日） 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券 株式 206 201 △4 

  債券 ― ― ― 

  その他 ― ― ― 

  小計 206 201 △4 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 20 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券 株式 4,065 4,121 55 

  債券 ― ― ― 

  その他 ― ― ― 

  小計 4,065 4,121 55 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 102 



（前連結会計年度末） 

(1）時価のある有価証券（平成18年２月28日） 

(2）時価評価されていない主な有価証券の内容（平成18年２月28日） 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成17年３月１日至平成17年８月31日）、当中間連結会計期間（自平成18年３月１日至

平成18年８月31日）、及び前連結会計年度（自平成17年３月１日至平成18年２月28日） 

 ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象から除いております。 

種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

その他有価証券 株式 206 142 △64 

  債券 ― ― ― 

  その他 ― ― ― 

  小計 206 142 △64 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 2 

投資信託 70 



（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

１．ストック・オプションにかかる当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

２．当中間連結会計期間において付与したストック・オプションの内容 

① 平成18年５月24日定時株主総会決議 

（注）１．新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行使することができる。 

２．上記１にかかわらず新株予約権者は平成37年５月31日にいたるまでに権利を行使しなかった場合、 

  平成37年６月１日から平成38年５月31日までの期間に限り新株予約権を行使できる。   

 ３. 当社の取締役の地位を有している期間。 

 ② 平成18年５月24日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権者は、当社の執行役員の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行使することができる。 

    ２．上記１にかかわらず新株予約権者は平成37年５月31日にいたるまでに権利を行使しなかった場合、 

      平成37年６月１日から平成38年５月31日までの期間に限り新株予約権を行使できる。  

 ３. 当社の執行役員の地位を有している期間。 

  

科目名 一般管理費 

 費用計上額  9百万円 

  株式会社良品計画第４回新株予約権 

 付与対象者の区分及び人数 当社取締役 6名 

 ストック・オプションの付与数 40個（普通株式  4,000株） 

 付与日 平成18年７月12日 

 権利確定条件  （注）１、２ 

 対象勤務期間  （注）３ 

 権利行使期間  平成18年７月13日から平成38年５月31日まで 

 権利行使価格           100円 

 公正な評価単価（付与日）   812,100円 

  株式会社良品計画第５回新株予約権  

 付与対象者の区分及び人数  当社執行役員 4名 

 ストック・オプションの付与数  17個（普通株式  1,700株） 

  付与日  平成18年７月12日 

  権利確定条件  （注）１、２ 

  対象勤務期間  （注）３ 

  権利行使期間   平成18年７月13日から平成38年５月31日まで 

  権利行使価格           100円 

  公正な評価単価（付与日）   812,100円 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

     事業区分の方法は、グループ内の事業展開を考慮して区分しています。 

   ２．各事業区分の主要な内容 

     無印良品販売事業 …「無印良品」の小売及び卸売事業 

     その他事業  ………… キャンプ場運営事業及び花の小売事業 

  

    

          当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

（注）１. 前連結会計年度において、ムジ・ネット株式会社は無印良品販売事業に含めておりましたが、事業区分

の見直しを実施した結果、住宅の販売事業及びコンテンツ制作事業が主な内容であるため、当中間連結会計期間

よりその他事業に含めております。また、前連結会計年度において、キャンプ場運営事業をその他事業に含めて

おりましたが、キャンプ事業部の解消、宣伝販促室へ組入の組織変更に基づき当中間連結会計期間より無印良品

販売事業へ含めております。 

 その結果、前連結会計年度と同様の区分によった場合に比べ、無印良品販売事業の営業収益は182百万円増加

し、営業利益は140百万円増加しており、その他事業の営業収益は182百万円減少し、営業利益は140百万円減少

しております。 

   ２. ①事業区分の方法 

         事業区分の方法は、グループ内の事業展開を考慮して区分しています。 

          ②各事業区分の主要な内容 

             無印良品販売事業 …「無印良品」の小売及び卸売事業、キャンプ場の運営 

             その他事業 ………… 花の小売事業、住宅の販売事業、コンテンツ制作事業     

  
無印良品販売
事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益           

(1）外部顧客に対する営業収益 67,984 687 68,671 ― 68,671 

(2）セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
6 ― 6 △6 ― 

計 67,990 687 68,678 △6 68,671 

営業費用 60,640 677 61,318 △6 61,312 

営業利益 7,350 9 7,359 ― 7,359 

  
無印良品販売
事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益           

(1）外部顧客に対する営業収益 75,628 888 76,516 ― 76,516 

(2）セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
8 114 122 △122 ― 

計 75,636 1,002 76,639 △122 76,516 

営業費用 67,700 834 68,534 △122 68,412 

営業利益 7,936 168 8,104 ― 8,104 



  ３. 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間から 

    固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議 

会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合

と比較して、当中間連結会計期間の営業費用は無印良品販売事業で22百万円、その他事業で２百万円それぞれ

減少し、営業利益はそれぞれ同額増加しております。  

  

          前連結会計年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

 （注）１．事業区分の方法 

      事業区分の方法は、グループ内の事業展開を考慮して区分しています。 

    ２．各事業区分の主要な内容 

      無印良品販売事業 …「無印良品」の小売及び卸売事業 

       その他事業 ………… キャンプ場運営事業及び花の小売事業 

  
無印良品販売
事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益           

(1）外部顧客に対する営業収益 139,646 1,244 140,890 ― 140,890 

(2）セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
12 1 13 △13 ― 

計 139,658 1,245 140,904 △13 140,890 

営業費用 124,373 1,296 125,669 △13 125,655 

営業利益又は営業損失（△） 15,285 △50 15,234 ― 15,234 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日） 

  （注）１．国または地域の区分は地理的近接度によっております。 

        ２．本邦以外の区分に属する主な国または地域 

            ヨーロッパ ……… イギリス、フランス、イタリア、ドイツ 

            その他の地域 …… 香港、シンガポール、韓国、中国 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

（注）１．国または地域の区分は地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国または地域       

     ヨーロッパ ……… イギリス、フランス、イタリア、ドイツ 

        その他の地域 …… 香港、シンガポール、韓国、中国 

 ３．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間から  

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 

平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。この変更に

伴い、従来の方法によった場合と比較して、当中間連結会計期間の営業費用は日本で24百万円減少し、営

業利益は同額増加しております。  

  
日本 

（百万円） 
ヨーロッパ 
（百万円） 

 その他の 
 地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

 消去又は 
 全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益             

(1）外部顧客に対する営業収益 63,930 2,908 1,832 68,671 ― 68,671 

(2）セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
156 ― ― 156 △156 ― 

計 64,087 2,908 1,832 68,828 △156 68,671 

営業費用 56,730 2,986 1,748 61,465 △153 61,312 

営業利益又は営業損失（△） 7,356 △77 83 7,363 △3 7,359 

  
日本 

（百万円） 
ヨーロッパ 
（百万円） 

 その他の 
 地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

 消去又は 
 全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益             

(1）外部顧客に対する営業収益 70,760 3,560 2,194 76,516 ― 76,516 

(2）セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
170 ― ― 170 △170 ― 

計 70,930 3,560 2,194 76,686 △170 76,516 

営業費用 62,727 3,779 2,074 68,582 △170 68,412 

営業利益又は営業損失（△） 8,203 △218 119 8,104 ― 8,104 



前連結会計年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

 （注）１．国または地域の区分は地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国または地域 

ヨーロッパ ……… イギリス、フランス、イタリア、ドイツ 

その他の地域 …… 香港、シンガポール、韓国、中国 

  
日本 

（百万円） 
ヨーロッパ 
（百万円） 

 その他の 
 地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

 消去又は 
 全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益             

(1）外部顧客に対する営業収益 129,400 7,285 4,203 140,890 ― 140,890 

(2）セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
357 2 ― 359 △359 ― 

計 129,758 7,287 4,203 141,250 △359 140,890 

営業費用 114,638 7,323 4,048 126,010 △354 125,655 

営業利益又は営業損失（△） 15,119 △35 155 15,239 △4 15,234 



【海外営業収益】 

  前中間連結会計期間（自 平成17年3月1日 至 平成17年8月31日）、当中間連結会計期間（自 平成18年3月 

 1日 平成18年8月31日）及び前連結会計年度（自 平成17年3月1日 至 平成18年2月28日） 

 海外営業収益は、連結営業収益の10％未満であるため、記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１株当たり純資産額（円） 1,794.13 2,076.15 1,951.49 

１株当たり中間（当期） 

純利益金額(円) 
160.06 163.65 338.44 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
158.92 163.01 336.46 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 4,388 4,523 9,344 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
― ― 41 

（うち利益処分による役員賞与金） ― ― (41) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
4,388 4,523 9,302 

期中平均株式数（千株） 27,415 27,641 27,487 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期） 

純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額（百万円） ― ― ― 

普通株式増加数（千株） 196 109 161 

  （うち新株予約権） （千株） (196) (109) (161) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

― ― ― 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。  該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度要約貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   16,481   17,591 21,089   

２．売掛金   3,117   3,656 3,188   

３．たな卸資産   7,199   8,370 8,545   

４．未収入金   3,595   4,006 3,632   

５．その他   2,245   2,570 2,253   

  貸倒引当金   △27   △31 △32   

流動資産合計     32,613 53.6 36,165 51.3   38,677 57.9

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物   7,057   6,641 6,865   

(2）工具器具及び備
品 

  1,509   1,698 1,505   

(3）土地   875   875 875   

(4）その他   555   688 484   

有形固定資産合計   9,998   16.4 9,905 14.0 9,731   14.6

２．無形固定資産   2,396   4.0 3,122 4.4 2,478   3.7

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   ―   4,224 144   

(2）関係会社株式   4,028   4,919 4,028   

(3）関係会社出資金   650   650 650   

(4）差入保証金   3,343   3,407 3,340   

(5）敷金   7,424   7,903 7,576   

(6）その他   401   283 199   

  貸倒引当金   △38   △53 △46   

投資その他の資産
合計 

  15,810   26.0 21,335 30.3 15,895   23.8

固定資産合計     28,205 46.4 34,363 48.7   28,105 42.1

資産合計     60,818 100.0 70,528 100.0   66,783 100.0 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   5,510   6,814 5,918   

２．未払法人税等   2,918   3,149 4,051   

３．未払費用   2,426   2,433 2,517   

４．役員賞与引当金   －   23 －   

５．その他      694   1,205 996   

流動負債合計     11,549 19.0 13,627 19.3   13,484 20.2

Ⅱ 固定負債           

１．役員退職慰労引当
金 

  151   145 145   

２．その他   190   190 190   

固定負債合計     341 0.6 335 0.5   335 0.5

負債合計     11,891 19.6 13,963 19.8   13,819 20.7

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度要約貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     6,766 11.1 ― ―   6,766 10.1

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   10,075   ― 10,075   

２．その他資本剰余金   39   ― 47   

資本剰余金合計     10,114 16.6 ― ―   10,122 15.2

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   493   ― 493   

２．任意積立金   26,200   ― 26,200   

３．中間（当期）未処
分利益 

  7,184   ― 10,869   

利益剰余金合計     33,877 55.7 ― ―   37,562 56.3

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    △2 △0.0 ― ―   △38 △0.1

Ⅴ 自己株式     △1,828 △3.0 ― ―   △1,449 △2.2

資本合計     48,927 80.4 ― ―   52,963 79.3

負債・資本合計     60,818 100.0 ― ―   66,783 100.0 

（純資産の部）             

Ⅰ 株主資本                  

１．資本金    ― ―  6,766 9.6   ― ― 

２．資本剰余金             

(1）資本準備金   ―   10,075   ―    

(2）その他資本剰余
金 

  ―   45   ―    

資本剰余金合計    ― ―  10,120 14.3   ― ― 

３．利益剰余金             

(1）利益準備金   ―   493   ―    

(2）その他利益剰余
金 

               

別途積立金   ―   28,700   ―    

繰越利益剰余金   ―   11,703   ―    

利益剰余金合計    ― ―  40,897 58.0   ― ― 

４．自己株式    ― ―  △1,297 △1.8   ― ― 

株主資本合計    ― ―  56,486 80.1   ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１．その他有価証券評
価差額金 

   ― ―  33 0.0   ― ― 

評価・換算差額等合
計 

   ― ―  33 0.0   ― ― 

Ⅲ 新株予約権    ― ―  46 0.1   ― ― 

純資産合計    ― ―  56,565 80.2   ― ― 

負債純資産合計    ― ―  70,528 100.0   ― ― 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度要約損益計算書 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     62,498 100.0 69,117 100.0 126,522 100.0 

Ⅱ 売上原価     35,511 56.8 39,768 57.5 72,330 57.2 

売上総利益     26,987 43.2 29,348 42.5 54,192 42.8 

Ⅲ 営業収入     479 0.8 527 0.7 973 0.8 

営業総利益     27,466 44.0 29,875 43.2 55,165 43.6 

Ⅳ 販売費及び 
一般管理費 

※４   20,249 32.4 21,860 31.6 40,241 31.8 

営業利益     7,217 11.5 8,014 11.6 14,923 11.8 

Ⅴ 営業外収益 ※１   120 0.2 175 0.2 228 0.2 

Ⅵ 営業外費用     15 0.0 21 0.0 30 0.0 

経常利益     7,321 11.7 8,169 11.8 15,121 12.0 

Ⅶ 特別利益 ※２   11 0.0 ― 0.0 43 0.0 

Ⅷ 特別損失 ※３   90 0.1 499 0.7 238 0.2 

税引前中間
（当期） 
純利益 

    7,242 11.6 7,670 11.1 14,926 11.8 

法人税、住民
税及び事業税 

  2,574     3,089 5,719     

法人税等 
調整額 

  453 3,027 4.8 △37 3,051 4.4 345 6,064 4.8 

中間（当期）
純利益 

    4,214 6.7 4,618 6.7 8,862 7.0 

前期繰越利益     2,969   ― 2,969   

中間配当額     ―   ― 962   

中間（当期）
未処分利益 

    7,184   ― 10,869   

              



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年３月１日 至平成18年８月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本 

準備金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年２月28日 残高 

  （百万円）
6,766 10,075 47 10,122 493 26,200 10,869 37,562 △1,449 53,001 

中間会計期間中の変動額           

剰余金の配当             △1,242 △1,242   △1,242 

利益処分による役員賞与             △41 △41   △41 

任意積立金の積立て           2,500 △2,500 ―   ― 

中間純利益             4,618 4,618   4,618 

自己株式の取得                 0 0 

自己株式の処分     △1 △1         151 149 

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額(純額) 
                    

 中間会計期間中の変動額合計 

  （百万円）
― ― △1 △1 ― 2,500 834 3,334 151 3,484 

平成18年８月31日 残高 

  （百万円）
6,766 10,075 45 10,120 493 28,700 11,703 40,897 △1,297 56,486 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年２月28日 残高 

  （百万円）
△38 △38 ― 52,963 

 中間会計期間中の変動額     

 剰余金の配当       △1,242 

 利益処分による役員賞与       △41 

 任意積立金の積立て       ― 

 中間純利益       4,618 

 自己株式の取得       0 

 自己株式の処分       149 

 株主資本以外の項目の 

 中間会計期間中の変動額 
71 71 46 117 

  中間会計期間中の変動額合計 

  （百万円）
71 71 46 3,601 

  平成18年８月31日 残高 

  （百万円）
33 33 46 56,565 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社

株式 

…移動平均法による原価

法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算期末日の市場価格

等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定） 

 時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）デリバティブ 

…時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

 (3）たな卸資産 

商品 

…個別法による原価法 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

 貯蔵品 

…最終仕入原価法による

原価法 

    

２．固定資産の減価償却の

方法 

有形固定資産 

…定率法 

但し、平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属

設備を除く）については、

定額法によっております。 

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に

規定する方法と同一基準に

よっております。 

同左 同左 

 無形固定資産 

…定額法によっております。

但し、自社利用ソフトウェ

アについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっており

ます。 

同左 同左 

 長期前払費用 

…均等額償却 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

３．引当金の計上基準 

  

(1）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  

  

───── 

  

 （2）役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、当事

業年度における支給見込み

額に基づき当中間会計期間

に対応する見積額を計上し

ております。  

───── 

  

 (3）役員退職慰労引当金 

役員の退職により支給する

退職慰労金に充てるため、

内規に基づく中間期末要支

給額を計上しております。 

なお、平成16年5月より従

来の役員退職慰労金制度に

代わる制度として、株式型

の報酬制度を設けることと

し、以後、引当金の計上は

行っておりません。すでに

計上した役員退職慰労引当

金については、役員の退任

時まで凍結いたします。  

(3）役員退職慰労引当金 

平成16年５月より株式型の

報酬制度を設け、従来の退

職慰労金制度を廃止してお

ります。そのため引当金の

積み増しは行なわず、役員

の退任時に取り崩しており

ます。 

(3）役員退職慰労引当金 

役員の退職により支給する

退職慰労金に充てるため、

内規に基づく期末要支給額

を計上しております。  

なお、平成16年5月より従来

の役員退職慰労金制度に代

わる制度として、株式型の

報酬制度を設けることと

し、以後、引当金の計上は

行っておりません。すでに

計上した役員退職慰労引当

金については、役員の退任

時まで凍結いたします。  

  

  

    

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用して

おります。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

 ヘッジ対象 

外貨建買掛金 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 (3）ヘッジ方針 

・為替の相場変動に伴うリス

クの軽減を目的に通貨に係

るデリバティブ取引を行っ

ております。 

・原則として実需に基づくも

のを対象としてデリバティ

ブ取引を行っており、投機

目的のデリバティブ取引は

行っておりません。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動の累

計とヘッジ手段の相場変動

の累計とを比率分析する方

法により有効性の評価を行

っております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理について 

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっており

ます。 

同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自平成17年３月１日至平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自平成18年３月１日至平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自平成17年３月１日至平成18年２月28日） 

 ───── 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 当中間会計期間から「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準適用指針第８号）を適

用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金

額は56,519百万円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借対照

表の純資産の部は改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

  

─────  

 ───── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日)及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会

計基準適用指針第６号）を適用しておりま

す。 

 これにより営業利益及び経常利益は22百

万円増加し、税引前中間純利益は226百万円

減少しております。 

 なお減損損失累計額につきましては改正

後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の

金額から直接控除しております。 

  

 ───── 

 ───── 

  

（ストック・オプション等に関する会計基

準） 

当中間会計期間から「ストック・オプショ

ン等に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年12月27日 企業会計基準第

８号)及び「ストック・オプション等に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成18年５月31日 企業会計基準適

用指針第11号)を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税引

前中間純利益が９百万円減少しておりま

す。 

  

─────  

 ───── 

  

 （役員賞与に関する会計基準） 

  当中間会計期間から「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平成17

年11月29日 企業会計基準第４号）を適用

しております。 

 これにより、従来の方法に比べて営業利

益、経常利益及び税引前中間純利益は23百

万円減少しております。 

  

─────  



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自平成17年３月１日至平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自平成18年３月１日至平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自平成17年３月１日至平成18年２月28日） 

───── 

  

  

 （中間貸借対照表） 

  前中間会計期間末に投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しておりました

「投資有価証券」については資産総額の100

分の5超となったため、当中間会計期間より

区分掲記いたしました。 

 なお、前中間会計期間末の「投資有価証

券」の金額は221百万円であります。  

───── 

  

   

前中間会計期間 
（自平成17年３月１日至平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自平成18年３月１日至平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自平成17年３月１日至平成18年２月28日） 

(外形標準課税制度の導入) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平

成15年法律第９号)が平成15年３月31日に交

付され、平成16年４月１日以降開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当中間会計期間から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱い」(平

成16年２月13日 企業会計基準委員会 実

務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が97百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税引

前中間純利益が97百万円減少しておりま

す。 

              ─────   (外形標準課税制度の導入) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成 

 15年法律第９号)が平成15年３月31日に交付さ

 れ、平成16年４月１日以降開始する事業年度 

 より外形標準課税制度が導入されたことに伴 

 い、当会計期間から「法人事業税におけ 

 る外形標準課税部分の損益計算書上の表示に 

 ついての実務上の取扱い」(平成16年２月13日

 企業会計基準委員会 実務対応報告第12号)に

 従い法人事業税の付加価値割及び資本割につ 

 いては、販売費及び一般管理費に計上してお 

 ります。 

 この結果、販売費及び一般管理費が196百万

円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益が196百万円減少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度末 
（平成18年２月28日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

12,468百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

13,075百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

12,924百万円 

 ２．偶発債務 

下記の会社について借入金の債務保

証・予約、家賃支払保証及び仕入債務

の保証を行なっております。 

 ２．偶発債務 

下記の会社について借入金の債務保

証・予約、家賃支払保証及び仕入債務

の保証を行なっております。 

 ２．偶発債務 

下記の会社について借入金の債務保

証・予約、家賃支払保証及び仕入債務

の保証を行なっております。 

RYOHIN KEIKAKU EUROPE LTD. 

455百万円 

(2,287千STG£)

RYOHIN KEIKAKU FRANCE S.A.S. 

112百万円 

(827千EUR)

RYOHIN KEIKAKU EUROPE LTD. 

1,005百万円 

(4,500千STG£)

RYOHIN KEIKAKU FRANCE S.A.S. 

124百万円 

(827千EUR)

MUJI Italia S.p.A. 

2百万円 

(14千EUR) 

RYOHIN KEIKAKU EUROPE LTD. 

605百万円 

(3,000千STG£)

RYOHIN KEIKAKU FRANCE S.A.S. 

113百万円 

(827千EUR)

MUJI Italia S.p.A.  

1百万円  

(14千EUR)  

 ３．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

  ３．消費税等の取扱い 

 同左 

───── 

  



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間（自 平成18年３月１日至 平成18年８月31日） 

   自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  (注) 普通株式数の増加0千株は単位未満株式の買取によるものであり、減少49千株は新株予約権の行使による   

    ものであります。 

  

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 

受取利息 1百万円

受取配当金 30百万円

協賛金収入 71百万円

受取利息 6百万円

受取配当金 57百万円

協賛金収入 72百万円

受取利息 3百万円

受取配当金 30百万円

協賛金収入 154百万円

※２．特別利益の主要項目             ─────  ※２．特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻入益 11百万円   投資有価証券売却

益 
43百万円

※３．特別損失の主要項目 ※３．特別損失の主要項目 ※３．特別損失の主要項目 

固定資産除却損 57百万円

店舗賃借解約損 9百万円

固定資産除却損 79百万円

投資有価証券評価

損 
127百万円

減損損失 248百万円

固定資産除却損 201百万円

   （減損損失） 

 当中間会計期間において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上いたしま

した。 

 管理会計上の最小単位である店舗等を基本

にしてグルーピングしております。本部経費

等配賦後の営業キャッシュ・フローがマイナ

スまたは一定水準に満たない店舗等につき、

回収可能額まで帳簿価額を減額し、特別損失

として248百万円を計上しております。 

 なお、回収可能価額は使用価値により測定

しており、使用価値は将来キャッシュ・フロ

ーを８％で割引いて算出しております。 

 

 固定資産の種類ごとの当該金額の内訳 

   

   (単位:百万円）

用途 場所   種類  金額 

無印良品直営店

難波店他1店舗 

大阪府 

 他  

建物附属設備

その他  

  計 

239

9

248

  

※４．減価償却実施額  ※４．減価償却実施額  ※４．減価償却実施額 

有形固定資産 821百万円

無形固定資産 218百万円

計 1,039百万円

有形固定資産 801百万円

無形固定資産 219百万円

計 1,020百万円

有形固定資産 1,697百万円

無形固定資産 419百万円

計 2,117百万円

  
 前事業年度末 

 株式数（千株） 

 当中間会計期間 

 増加株式数（千株） 

 当中間会計期間 

 減少株式数（千株） 

 当中間会計期間末 

 株式数（千株） 

   普通株式 467 0 49 418 

     合計 467 0 49 418 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
工具器具

及び備品 
  

その他

（車両運

搬具） 

  合計 

取得価額

相当額 
7百万円  16百万円  23百万円

減価償却

累計額相

当額 

5百万円  3百万円  9百万円

中間期末

残高相当

額 

1百万円  13百万円  14百万円

  
工具器具

及び備品
 

その他

（車両運

搬具） 

 合計 

取得価額

相当額 
19百万円 16百万円 36百万円

減価償却

累計額相

当額 

10百万円 8百万円 19百万円

中間期末

残高相当

額 

8百万円 7百万円 16百万円

  

機械装

置及び

運搬具 

  
工具器具

及び備品 
  合計 

取得価額

相当額 
8百万円  7百万円  15百万円

減価償却

累計額相

当額 

3百万円  6百万円  10百万円

期末残高

相当額 
4百万円  0百万円  5百万円

なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

同左 なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 4百万円

１年超 10百万円

合計 14百万円

１年以内 7百万円

１年超 12百万円

合計 19百万円

１年以内 2百万円

１年超 4百万円

合計 6百万円

なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

同左 なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2百万円

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4百万円

支払リース料 3百万円

減価償却費相当額 3百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年以内 -百万円

１年超 -百万円

合計 -百万円

１年以内 0百万円

１年超 0百万円

合計 1百万円

１年以内 0百万円

１年超 2百万円

合計 3百万円



（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。  該当事項はありません。 



(2）【その他】 

平成18年10月２日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額 ……………… 1,244,658,555円 

(ロ）１株当たりの金額 …………………………… 45.00円 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……… 平成18年11月１日 

 （注） 平成18年８月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第27期）（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日）平成18年５月25日関東財務局長に提出。 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

    平成18年11月29日関東財務局長に提出。 

    平成18年５月25日提出の有価証券報告書（第27期）に係る訂正報告書 

   平成17年５月26日提出の有価証券報告書（第26期）に係る訂正報告書 

   平成16年５月27日提出の有価証券報告書（第25期）に係る訂正報告書 

   平成15年５月22日提出の有価証券報告書（第24期）に係る訂正報告書であります。 

(3) 半期報告書の訂正報告書 

    平成18年11月29日関東財務局長に提出。 

    平成17年11月18日提出の半期報告書（27期中）に係る訂正報告書 

   平成16年11月12日提出の半期報告書（26期中）に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月９日

株 式 会 社 良 品 計 画 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社良品計画の

平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年３月１日から平成１７年８月３

１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社良品計画及び連結子会社の平成１７年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１７年３月１日から平成１７年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 東 田 夏 記 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 櫓 孝 次 

      



  

独立監査人の中間監査報告書 

平成18年11月29日

株式会社良品計画 

取締役会 御中 

                                あ ず さ 監 査 法 人 

  

                           指定社員 

                                                      業務執行社員 公認会計士  飯田 輝夫 印 

  

                           指定社員 

                                                      業務執行社員 公認会計士  河西 正之 印 

  

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社良品計画の平成18年3月1日から平成19年2月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年3月1日から平成18

年8月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等

変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社良品計画及び連結子会社の平成18年8月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年3月1日から平成18年8月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

  

追記情報 

（1） 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固

定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

（2） セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」(注)1に記載されているとおり、会社は事業区分の方法を変更

している。 

    

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                 以  上

  

  （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月９日

株 式 会 社 良 品 計 画 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社良品計画の

平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの第２７期事業年度の中間会計期間（平成１７年３月１日から平成１７年８月３

１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社良品計画の平成１７年８月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年３月１日から平成１７年８

月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 東 田 夏 記 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 櫓 孝 次 

      



  

独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年11月29日

 株式会社良品計画 

 取締役会 御中 

                                 あ ず さ 監 査 法 人 

  

                           指定社員 

                                                       業務執行社員 公認会計士  飯田 輝夫 印 

  

                            指定社員 

                                                       業務執行社員 公認会計士  河西 正之 印 

  

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社良品計画の平成18年3月1日から平成19年2月28日までの第28期事業年度の中間会計期間（平成18年3月1日から平成18年8

月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社良品計画の平成18年8月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年3月1日から

平成18年8月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

    

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                  以  上

  

  （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 
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